
簡易水道特別会計

後期高齢者医療特別会計

国⺠健康保険診療所特別会計

国⺠健康保険事業特別会計

871万1千円

6億1,026万1千円

1億2,117万6千円

39億8,201万6千円

区    分
収入 支出

11億151万7千円

 資本的収支

 収益的収支

下水道事業会計
令和6年度決算額

39億5,511万5千円

1億1,899万3千円 13億9,292万9千円

9億3,991万円

10億5,405万3千円

令和6年度決算額
歳入 歳出

5億9,438万9千円

815万5千円

自主財源
37.8%

依存財源
62.2%

地方税
35億8,789万1千円

分担金・負担金
7,360万5千円

使用料・手数料
1億7,729万円

繰入金
17億6,187万1千円

繰越金
6億5,221万7千円

寄附金、財産収入、諸収入
18億3,428万6千円

地方譲与税
1億7,534万9千円

各種交付金
11億2,629万4千円

地方交付税
57億3,486万3千円

国庫支出金
33億2,755万円

県支出金
18億159万7千円

地方債
11億6,470万円

歳入

市⺠の皆さんに納めていただいた税金がどのように使われているのか、市の財政状況がどのような状況にあるのかを
お知らせするため、財政事情を公表します。

【歳入】 寄附金など自主財源の割合が減少
令和6年度の決算は、前年度と比較して増加しました。自主財源であるふるさと納税指定寄附金が減少したものの、依存財源である普

通交付税が増加したことにより、自主財源比率は37.8％（前年度比△3.1ポイント）となりました。
今後は、地方交付税の大幅な伸び等は期待できず、厳しい財政状況が予想されます。自主財源の確保と、歳入に見合った歳出規模を基

本とすることが重要になります。

【用語解説】

○自主財源･･･市が自主的に調達できる
収入

○依存財源･･･国、県から交付される財
源や地方債のこと

○地方交付税･･･全国すべての市町村が
等しく行政サービスを提供できるよう
国から交付されるもの

○地方債･･･市が財政上必要とする資金
を外部から借入れるもの

○国庫･県支出金･･･特定の事業に対す
る国･県からの補助金など

○繰入金･･･これまで積み立てた基金な
どから繰り入れる財源

義務的経費
43.5%

投資的経費
13.9%

その他経費
42.6%

人件費
29億7,364万3千円

扶助費
39億954万7千円

公債費
20億9,088万1千円

普通建設事業費
23億3,019万6千円災害復旧事業費

5億4,330万1千円

物件費
21億5,106万円

維持補修費
1億3,257万8千円

補助費等
33億2,573万2千円

積立金
17億7,016万3千円

投資及び出資金・貸付金
3,315万3千円

繰出金
13億7,977万5千円

歳出

【歳出】 義務的経費、人件費の増加
「義務的経費」が対前年度比7.1％の増加、「人件費」が対前年度比12.4％増加し、全体としては0.2％の増加となりました。人件費の増加

は、職員数の増加や会計年度職員への賞与支給額増加に伴うものです。積立金の減少は、ふるさと納税指定寄付金の減少に伴うものです。
今後は道路橋梁や各施設の老朽化対策などにかかる費用の増加が見込まれます。

【用語解説】

○義務的経費･･･支出が義務づけられ毎
年支出しなくてはならない経費

○投資的経費･･･普通建設事業費や災害
復旧事業費など社会資本の整備にかか
る経費

○扶助費･･･社会保障制度の一環として
生活困窮者や身体障がい者などにその
生活を維持するために支出される経費

○補助費等･･･市から他の地方公共団体
などに、行政上の目的で交付する経費

○普通建設事業費･･･道路、橋梁、学校
など公共施設の建設事業にかかる経費

財
政
事
情
の
公
表

令和6年度 決算の状況
一般会計歳入：214億1,751万3千円 対前年度比：1億5,638万4千円増加

一般会計歳出：206億4,002万9千円 対前年度比：3,111万7千円増加

特別会計等決算の状況

特別会計とは、国⺠健康保険税などの特定の収入で事業の支出が賄われ
ている会計で、令和6年度末現在で４会計あります。
なお、下水道事業については令和２年度より地方公営企業法の適用を受

け、公営企業会計として一般会計等と区別して経理することとなりました。



市⺠一人あたりの基金残高・・・約２６万円

市⺠一人あたりの地方債残高・・・約５９万円

区    分 令和7年度予算額

708万1千円

6億5,479万6千円

1億3,135万8千円

36億9,064万円

後期高齢者医療特別会計

国⺠健康保険診療所特別会計

国⺠健康保険事業特別会計

合     計

特 別 会 計

一 般 会 計

区   分

簡易水道特別会計

下水道事業会計

 資本的収支

 収益的収支

令和7年度予算額
支出収入

11億2,978万4千円7億7,604万9千円

9億9,739万1千円10億8,858万円

175億8,782万円

補 正 後補   正当  初

72億2,089万3千円

3,990万6千円

78億1,619万9千円6億3,521万2千円71億8,098万7千円

78億8,153万4千円

6,533万5千円

6億6,064万1千円

2,542万9千円

2億4,708万1千円

172億5,313万9千円

当  初

合     計

特 別 会 計

一 般 会 計

区   分

175億22万円

2億4,708万1千円

173億4,073万9千円

補 正 後

8,760万円

-

8,760万円

補   正

自主財源
42.9%

依存財源
57.1%

地方税
35億5,343万9千円

分担金・負担金
5,218万4千円

使用料・手数料
1億9,677万円

繰入金
29億5,683万8千円

繰越金
6億2,745万1千円

寄附金、財産収入、諸収入
24億2,528万6千円

地方譲与税
1億7,100万1千円各種交付金

8億1,874万9千円

地方交付税
54億7,778万6千円

国庫支出金
30億9,852万円

県支出金
16億1,535万6千円

地方債
19億370万円

歳入
義務的経費
40.5%

投資的経費
13.1%

その他経費
46.4%

人件費
32億9,034万8千円

扶助費
39億4,175万3千円

公債費
20億4,546万8千円

普通建設事業費
29億6,124万9千円

災害復旧事業費
3,312万3千円

物件費
32億2,382万5千円

維持補修費
5,098万7千円

補助費等
31億3,776万8千円

積立金
23億5,473万9千円

投資及び出資
金・貸付金
3,252万3千円 繰出金

18億529万7千円

予備費
2,000万円

歳出

令和7年度 予算の状況（４月１日から９月３０日まで）

令和7年度 一般会計の主な事業

【ハード事業】
・姉団地建替事業 7億6,407万円
・防災行政無線設備更新事業 5億1,275万円
・小学校施設環境改善質的整備事業 2億1,401万円
・千代田町福祉センター解体事業 1億1,837万円
・さが園芸888整備支援事業 1億947万円
・農業基盤整備促進事業 9,821万円
・道路橋梁新設改良事業 6,747万円
・河川維持費 6,596万円

【ソフト事業】
・私立・管外保育所等運営事業 10億1,511万円
・障害者自立支援給付事業 9億4,315万円
・ネットワーク無線化事業 2億5,380万円
・小・中学生、高校生等医療費助成事業 9,954万円
・定住促進対策事業 6,278万円
・新型コロナウイルスワクチン接種事業 5,658万円
・子どもの医療費助成事業 5,135万円
・クラウドファンディング活用支援事業 4,651万円

一般会計予算総額：228億9,708万円

基金（貯金）の状況

地方債（借金）の状況

※地方債残高には、合併特例事業債や過疎対策事業債など地方交付税で後年度
財源措置される分が約７割見込まれ、実質的な市の負担は約３割となります。
今後も有効かつ効果的な地方債（市債）を活用した財政運営に努めます。

実質的には市⺠一人あたり 約18万円

特別会計等の状況


